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研究成果の概要（和文）：レトリカル・ヒストリー（RH)とは、組織の重要なステークホルダーを管理するため
の説得戦略として過去を戦略的に用いることと定義される。本研究では、研究期間中にRHが失敗するいくつかの
メカニズムを明らかにした。主な研究成果としては、『組織衰退のメカニズム：歴史活用がもたらす罠』と題す
る単著書籍、Academy of ManagementのAnnual Meetingでの発表およびフルペーパーの論文、Journal of 
Business Researchに掲載された論文などが挙げられる。

研究成果の概要（英文）：Rhetorical history (RH) is defined as the strategic use of the past as a 
persuasion strategy to manage an organization's key stakeholders. This study identifies several 
mechanisms by which rhetorical history fails during the study period. Major research findings 
include a single-authored book entitled "Mechanisms of Organizational Decline: Traps Caused by the 
Use of History," a presentation at the Academy of Management's Annual Meeting and its full paper 
proceedings paper, a paper that received the Sekigakusha Award, and a paper published in the Journal
 of Business Research.

研究分野： 経営学

キーワード： レトリカル・ヒストリー
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研究成果の学術的意義や社会的意義
組織におけるRHは、組織的同一化の促進、組織変革、経営戦略の正当化、顧客からのレピュテーション獲得、従
業員の採用活動といった場面でしばしば実践される。だが、既存研究のほとんどは、経営者がRHを実践すること
で彼らの意図通りにステークホルダーの行動を促すことに成功している事例を取り上げてきた。とはいえ、RHは
常に使い手の意図通りに機能するとは限らない。また、実務家もRHが失敗する可能性について考慮することはほ
とんどない。本研究は、RHが失敗する場合のメカニズムを明らかにし、理論的に貢献するとともに、組織の実務
家はどのような状況で、どのように歴史を活用するべきかという実践的含意を導出した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
レトリカル・ヒストリー（以下、RH）はレトリックとヒストリー（歴史）という二つの概

念によって構成されている。レトリックはプラトンの『ゴルギアス』におけるレートリケー
（Ῥητορική）以来、説得を目的とする言語技術とされてきた（Burke, 1950）。一方のヒストリ
ー、歴史は、いわゆる物語りとしての歴史であり（Foster et al., 2017）、それは過去に生じた
出来事を完全に再現したものではなく、歴史の語り手自身の立場と関心によって出来事や行為
に意味が与えられ組織化されたものである（野家, 2005; 貫, 2010; White, 1983）。こうした物
語的歴史記述には行為論的機能が含意される。そもそも、近代以降の各国史における物語的歴
史記述は、記憶の政治化を通じて、国民国家における国民形成装置として機能してきた（貫, 
2010）。 
 
経営者その他の、組織における特定の主体が、何らかの説得的な意図をもって組織の歴史を

物語ることもまた、行為論的機能をもつ。組織における RH は、組織的同一化の促進、組織変
革、経営戦略の正当化、顧客からのレピュテーション獲得、従業員の採用活動といった場面で
しばしば実践される。Foster et al. (2017) によれば、RH の機能は①組織アイデンティティの
変革・維持, ②真正性の獲得, ③正当性の獲得, ④組織文化の変革・維持の４つに分類される。
近年、欧米の組織論研究者の間では、それぞれの機能に関する事例研究が徐々に蓄積されてい
る（e.g. ①組織アイデンティティ：Anteby & Molnár, 2012、②真正性：Brunninge, 2009、
③正当性：Suddaby & Greenwood, 2005、④組織文化： Christianson et al., 2009）。 

 
こうした既存研究の殆どは、経営者が RH を実践することで彼らの意図通りにステークホル

ダーの行動を促すことに成功している事例を取り上げてきた。一方で、RH は常に使い手の意
図通りに機能するとは限らない。第一に RH がそもそも聴き手に受容されない場合もありうる。
第二に受容されても意図せざる結果が生じる可能性も考えられる。しかし、RH の失敗につい
ては、これまで殆ど研究蓄積がなかった。その理由として考えられることは、失敗事例におい
て当事者が協力を忌避しがちで、一次データの収集が困難であることや、歴史を物語る際の聴
き手の反作用（野家, 2005）についての考慮が不十分であることである。 

 
以上の問題意識に基づき、研究代表者による端緒的な研究では、戦後の鐘紡を事例にとりあ

げ、一次史料や RH の聴き手も包含する幅広い OB へのインタビューをもとに、RH が失敗す
る場合のメカニズムについて、いくつかの要因を明らかにしていた。例えば、RH が聴き手に
よって受容されない場合の要因として、信頼性の欠如（Matsuo, 2018）、成果の期待の欠如
（Matsuo, 2018）が見出されている。また、受容された場合でも、組織の歴史的な栄光を強調
した場合に生じる逆機能が見出されている（松尾, 2017; 松尾, 2019）。 

 
とはいえ、こうした研究代表者による端緒的研究が見出したことは失敗のメカニズムの一部

であり、RH が失敗する場合、どのようなメカニズムで失敗するのかを包括的かつ精緻に明ら
かにしていく必要があると考えられた。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の学術的研究課題は、組織における RH が失敗する場合、どのようなメカニズムで失

敗するのかを明らかにすることである。RH とは、組織の「重要なステークホルダーを管理す
るための説得戦略として過去を戦略的に用いること」と定義される（Suddaby, et al., 2010, 
p.157）。RH 研究は欧米の研究者を中心に研究蓄積が進みつつある領域であるが、既存研究は
成功事例に偏ってきた。そこで本研究では以下の点を目的として、RH が失敗する場合のメカ
ニズムを明らかにすることを目的とした。 

 
より具体的には、 失敗事例の事例研究と、学際的な理論的検討をもとに、失敗のメカニズ

ムについての包括的かつ精緻な理論を構築することを目指した。 
 
 
３．研究の方法 
上述の研究目的を達成するために、本研究でとった方法は以下のとおりである。なお、各方

法については、それぞれ時期を区切らず研究期間中を通じて並行して取り組んだ。 



 
《方法》  
①事例研究については鐘紡の事例研究を行った。鐘紡は戦前の本邦を代表する企業であったこ
とから、戦後の経営者は様々な時期、状況で積極的に RH を実践していた。しかしながら、戦
後は衰退し、2004 年には破綻に至っている。神戸大学経済経営研究所所蔵の一次史料や OB へ
のインタビュー、OB の自叙伝をもとに分析を行った。各時代における組織内外の環境を理解
するために、経営史・経済史の学術文献、業界紙などの二次文献も渉猟した。 
 
②学際的な理論検討については、歴史哲学、修辞学、物語論、組織論等、RH に関連する各領
域の既存研究を幅広く検討した。組織論について具体的には、組織学習論、組織アイデンティ
ティ論、組織的アイデンティフィケーション論、組織イメージ論、制度派組織論などの領域（た
だし、それに限らない）のレビューを行った。学際的理論的検討によって、事例研究に際する
作業仮説の設定や、発見事実にもとづく考察に役立てることが出来た。 
 
 
４．研究成果 
本研究では、研究期間中に RH が失敗するメカニズムを包括的に明らかにした。RH が失敗

するメカニズムに関して、次の二段階のメカニズムについて、事例研究からの発見事実と、学
際的な理論検討をもとに包括的かつ精緻な理論を構築した。第一に RH がそもそも聴き手に受
容されない場合のメカニズム。第二に受容されても意図せざる結果が生じる場合（特に不利益
が生じる場合）のメカニズムである。 
これらの成果は、書籍、海外での学会発表、海外学術誌での論文掲載といった形で発表した。

主な研究成果としては、『組織衰退のメカニズム：歴史活用がもたらす罠』と題する単著書籍
（2022 年）、Academy of Management の Annual Meeting での発表およびフルペーパーの論
文（2019 年）、Journal of Business Research に掲載された論文（2022 年）などが挙げられる。 
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